
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

田川市国土強靭化地域計画 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年１１月 

福岡県田川市 



 
 

  



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

目 次 

第１章 計画の策定趣旨、位置付け…………………………………………………  

 第１節 計画策定の趣旨……………………………………………………………  

 第２節 計画の位置付け……………………………………………………………  

 第３節 計画期間……………………………………………………………………  

第２章 計画の基本的な考え方………………………………………………………  

 第１節 基本目標……………………………………………………………………  

 第２節 事前に備えるべき目標……………………………………………………  

第３章 本市の概況……………………………………………………………………  

 第１節 自然的条件…………………………………………………………………  

  １ 位置、面積……………………………………………………………………  

  ２ 地形、地質…………………………………………………………………… 

  ３ 気象……………………………………………………………………………  

第２節 社会的条件…………………………………………………………………  

  １ 人口……………………………………………………………………………  

  ２ 土地利用………………………………………………………………………  

  ３ 建物……………………………………………………………………………  

 第３節 災害履歴……………………………………………………………………  

  １ 風水害………………………………………………………………………… 

  ２ 地震……………………………………………………………………………  

  ３ その他災害……………………………………………………………………  

第４章 脆弱性評価……………………………………………………………………  

 第１節 脆弱性評価の方法…………………………………………………………  

 第２節 災害の想定……………………………………………………………  

 第３節 リスクシナリオ……………………………………………………………  

 第４節 脆弱性評価………………………………………………………………… 

第５章 取組方針………………………………………………………………………  

 第１節 施策分野……………………………………………………………………  

 第２節 施策分野ごとの取組方針…………………………………………………  

第３節 国土強靭化関係事業………………………………………………………  

第６節 計画の推進……………………………………………………………………  

 第１節 計画の推進体制……………………………………………………………  

 

１  

１  

１  

１  

３  

３  

３  

４  

４  

４  

４  

４  

４  

４  

５  

５  

５  

５  

７  

９  

１０  

１０  

１０  

１０  

１２  

２３  

２３  

２４  

３２  

３４  

３４  



1 
 

第１章 計画の策定趣旨、位置付け  

第１節 計画策定の趣旨 

 東日本大震災では、未曽有の被害が広範囲にわたり発生し、我が国の社会・経済シ

ステムの脆
ぜい

弱性が露呈しました。また、近年の気候変動に伴い、全国各地で大型台風

や集中豪雨による甚大な被害が発生しており、これまでの復旧・復興を中心とした「事

後対策」ではなく、平常時からの「事前防災・減災」の重要性が認識されるようにな

りました。 

このような中、平成２５（２０１３）年１２月に「強くしなやかな国民生活の実現

を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法（以下「基本法」という。）」が

施行され、平成２６（２０１４）年６月に「国土強靱化基本計画」（以下「基本計画」

という。）が閣議決定されました。また、そのことを受け、福岡県においても平成２８

（２０１６）年３月に「福岡県地域強靭化計画」（以下「県地域計画」という。）が策

定されたところです。 

本市においても、基本計画及び県地域計画を踏まえ、いかなる自然災害が発生しよ

うとも、｢強さ｣と｢しなやかさ｣を持った安全安心な地域・経済社会の構築に向けた「市

の強靱化」を推進するため、「田川市国土強靭化地域計画」（以下「本計画」という。）

を策定するものです。 

第２節 計画の位置付け 

本計画は、基本法第１３条の規定に基づく国土強靭化地域計画として策定するもの

であり、国土強靭化に関係する部分について、地方自治体における様々な分野の計画

等の指針となるものと位置付けています。  

このため、本市行政を総合的かつ計画的に推進していくための「第６次田川市総合

計画」を最上位としつつ、基本法の趣旨を踏まえ、田川市地域防災計画を始めとする

各種計画の強靱化に関する部分について、指針性を持つ計画として位置付けます。 

第３節 計画期間 

本計画が対象とする期間は、第６次田川市総合計画前期基本計画と同じ令和３年度

から令和７年度までの５年間とします。 

  なお、計画期間中であっても、施策の進捗や社会情勢や経済情勢の変化等を踏まえ、

必要に応じて計画を見直します。 
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第２章 計画の基本的な考え方  

第１節 基本目標 

  基本法第１４条において、「国土強靭化地域計画は、国土強靭化基本計画との調和が

保たれたものでなければならない。」とされています。 

  これを踏まえ、本計画では、基本計画及び県地域計画と同じ次の４項目を基本目標

とします。 

 

 

 

 

 

 

第２節 事前に備えるべき目標 

  基本目標を具体化した「事前に備えるべき目標」については、基本計画、県地域計

画及び本市の特性を踏まえ、次の８つを設定します。 

目標１  直接死を最大限防ぐ 

目標２  救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災
者等の健康・避難生活環境を確実に確保する 

目標３  必要不可欠な行政機能は確保する 

目標４  必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 

目標５  
ライフライン、交通ネットワーク等の被害を最小限に留め
るとともに、早期に復旧させる 

目標６  経済活動を機能不全に陥らせない 

目標７  制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

目標８  
社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件
を整備する 

  

① 人命の保護が最大限図られること  

② 市及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること  

③ 市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化  

④ 迅速な復旧復興 

４つの基本目標 
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第３章 本市の概況  

第１節 自然的条件 

１ 位置、面積 

本市は、福岡県の北東部に位置し、東西９ｋｍ、南北１４ｋｍにわたり、総面積

は５４．５５ｋ㎡あります。また、北は香春町、福智町、南は嘉麻市、川崎町、東

は大任町、西は飯塚市、糸田町に面しています。 

２ 地形、地質 

北北西－南南東方向に並列する山地・丘陵と谷底平野からなり、平野部を彦山川、

中元寺川及び金辺川がほぼ北に向かって流下しています。また、丘陵地を中心に分

布するボタ山及びその土砂を用いた盛土地は、炭坑のまちとして発展した本市の大

きな地形的特徴となっています。山地・丘陵には三郡変成岩、古生代堆積岩、白亜

紀深成岩、古第三紀堆積岩などの基盤岩が露出していますが、各河川周辺には第四

紀堆積物が分布しており、特に表層部は厚さ１０～２０ｍ程度の沖積層と呼ばれる

軟弱な地層からなっています。  

３ 気象 

年平均気温は約１６℃で、比較的温暖ですが、田川盆地に位置しているため、内

陸型気候区に区分され、季節ごとの寒暖の差、１日の気温変化が大きいという特徴

があります。例えば、１～２月の寒冷期の平均気温は５～６℃であるのに対し、７

～８月の盛夏期の平均気温は、２７～２８℃程度と、季節ごとに大きな寒暖の差が

あります。 

年間降水量は１，９００㎜程度で、梅雨期から夏期にかけて多く降水があります。 

第２節 社会的条件 

１ 人口 

国勢調査に基づく本市の人口は、昭和３０（１９５５）年の約１０万人をピーク

に減少が続き、平成２７（２０１５）年には４８，４４１人まで減少しました。こ

の間、年少人口（０～１４歳）と生産年齢人口（１５～６４歳）は共に減少し続け

ていますが、老年人口（６５歳～）は一貫して増加しています。  

国立社会保障・人口問題研究所の将来推計によると、本市の人口は、今後老年人

口が減少に転じることで人口減少の流れが加速し、令和２７（２０４５）年には、

３３，０２６人まで減少すると見込まれています。  
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２ 土地利用 

本市においては、台地、丘陵に市街地・集落が見られる一方、谷底平野はほぼ水

田として利用されています。 

ただし、かつては炭坑開発に伴って発展した伊田・後藤寺の両市街地や、古い宿

場町の猪位金地区のように、市街地・集落のほとんどは、台地、丘陵地及び山麓の

微高地に立地していたのに対し、近年は、以前は水田に利用されていた谷底平野へ

の宅地の進出や、ボタ山の残土処理に伴う大規模な造成地の形成が見られるように

なっています。 

３ 建物 

本市の建物の７割以上は木造で、その内の半数近くが新耐震以前（昭和５５  

（１９８０）年以前）の建物です。また、非木造建物の６割以上は、昭和５７    

（１９８２）年以降に建築された新耐震基準と推定される建物です。 

なお、固定資産税データ（令和２年６月２６日現在）による市域の構造別・年代

別の建物棟数は以下のとおりとなっています。 

（木造建物） 

建築年 
   ～S25 

(  ～1950) 

S26～S35 

(1951～1960) 

S36～S45 

(1961～1970) 

S46～S55 

(1971～1980) 

S56～     

(1981～   ) 
計 

棟 数 2,434 棟 1,367 棟 1,366 棟 4,092 棟 10,318 棟 19,577 棟 

割 合 
% 

12.4% 7.0% 7.0% 20.9% 52.7% 100% 

（非木造建物） 

建築年 
  ～S40 
(  ～1965) 

S41～S46 
(1966～1971) 

S47～S56 
(1972～1981) 

S57～     
(1982～   ) 

計  

棟 数 196 棟 387 棟 1,798 棟 4,376 棟 6,757 棟 

割 合 
% 

2.9％ 5.7％ 26.6％ 64.8% 100％ 

第３節 災害履歴 

１ 風水害 

本市における災害は、６月から９月にかけて集中的に発生しており、その原因と

しては、梅雨前線の活性化に伴う大雨、台風到来に伴う暴風・大雨があげられます。

平成３(１９９１）年以降に発生した主な災害は次のとおりです。 
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重
傷

(

人
）

軽
傷

(

人
）

平成3(1991) 台風 暴風による被害多数

9.27 19号 被害総額2,054,871千円

平成7(1995) 梅雨

7.2～5 前線

平成15(2003) 市道、農・林道被害

7.19 水路、農作物被害など

平成15(2003)

8.11

平成16(2004) 台風

8.29 16号

平成16(2004) 台風 風倒木、施設被害多数

9.6 18号 道路損壊、農作物被害など

平成17(2005) 台風 風倒木、施設被害多数

9.6 14号 構造物損壊など

平成18(2006) 梅雨 河川敷駐車場冠水

6.26～7.5 前線 車両水没など

平成18(2006) 台風 風倒木、施設被害多数

9.17 13号 構造物損壊など

平成21(2009)

7.24～26

平成22(2010)

7.11～16

平成24(2012)

7.14

平成27(2015) 台風 暴風による被害多数

8.24 15号 被害総額28.115千円

平成28(2016) 梅雨

6.20～7.13 前線

平成30(2018) 梅雨 大雨特別警報発令

7.5～8 前線 災害復旧費145,312千円

令和1(2019)

7.21

令和2(2020)

7.5

令和3(2021)

8.11～18
3 被災者生活再建支援法適用2

1

大雨

4

大雨

2 8 13 87

大雨

7
大雨による土砂災害の危険か
ら避難準備情報を発表

１時間最大雨量73ミリを記
録、水路等が氾濫

1 53

6 308 80

3 20 期間内雨量500ミリ

大雨

道路冠水179件

大雨

2 2 3 16 56大雨

24

5

29 3

93 1 2

2

12 1 風倒木、施設被害など

1 56 1

35 61

大雨

道路冠水、水路崩壊、稲の加
水など

大雨 1 2

5 3 15

5363 14 266

そ
の
他
記
事

死
　
者

(

人
）

行
方
不
明
者

(

人
）

負傷者 全
　
壊

(

棟
）

半
　
壊

(

棟
）

一
部
損
壊

(

棟
）

床
上
浸
水

(

棟
）

床
下
浸
水

(

棟
）

発
生
年
月
日

災
害
名

人的被害 住　家　被　害 地
す
べ
り

(

箇
所
）

崖
く
ず
れ

(

箇
所
）
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２ 地震 

   福岡県は、国内でも地震による被害を受けた経験が少ない地域であり、地震空白

地と言われてきましたが、平成１７(２００５）年３月２０日の福岡県西方沖地震(Ｍ

７．０）が発生、有史以来初の大地震となりました。本市では、震度４(最大）を観

測、軽傷３人、建物等の一部破損３棟の被害を受けました。 

   また、平成２８(２０１６）年には熊本県熊本地方、鳥取県中部、福岡県北西沖

を震源とする地震が相次ぎ、特に４月の熊本地震は、１４日に震度７の前震、次

いで１６日に震度７の本震があり多くの被害をもたらし、本市でも１６日に震度

４ (最大）を観測しました。  

 

 

■  福岡県西方沖地震による被害状況  

 

市
町
村
名 

人  的  被  害  
住家 (住居）  自主避難  

避難勧告  
備   考  

全壊  半壊  
一部  

破損  

死者  
負傷者  

棟  棟  棟  世帯  人  
軽傷  重傷  計  

福岡県  1 989 197 1186 143 352 9190    

田川市   3   3   1   
市庁舎一部破損  

市立病院一部破損  

飯塚市        75   

水道被害1 

北九州市   3  3   5   

 

福岡市  1 875 163 1038 141 323 4756   

水道被害１６９１  

道路被害  １７２  

外  
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■  田川市中央町における震度別地震回数表  

 

 

資料：気象庁震度データベース  

震度

年

平成

15(2003)年

平成

16(2004)年

平成

17(2005)年

平成

18(2006)年

平成

19(2007)年

平成

20(2008)年

平成

21(2009)年

平成

22(2010)年

平成

23(2011)年

平成

24(2012)年

平成

25(2013)年

平成

26(2014)年

平成

27(2015)年

平成

28(2016)年

平成

29(2017)年

平成

30(2018)年

令和

1(2019)年

令和

2(2020)年

令和

3(2021)年

1 2 3 4 5弱 6弱 6強 7 計 震央地名5強

13 2 1 1 17
福岡県北西沖、大隅半
島東方沖、熊本県天

草・芦北地方、日向灘

1

3 1

1 大分県中部

4
大分県西部、山口県西

部、伊予灘

3 1 1

1

5 大分県西部

1 大分県西部

1 1 三陸沖

1 1

1 　 1

2
小笠原諸島西方沖、大
分県南部

2 伊予灘、日向灘

25 5 3 1 34
熊本県熊本地方、鳥取
県中部、福岡県北西沖

1 1 熊本県熊本地方
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３ その他災害 

平成２８(２０１６）年１月２３日から２５日にかけて、九州北部地方の上空、約

１，５００ｍに氷点下１５度以下の寒気が流れ込みました。その結果、筑豊地方は

大雪に見舞われ、添田町で氷点下７．２度を示すなど、いずれの地域も観測史上上

位の寒さとなりました。この低温により、水道管が軒並み凍結し破裂があいつぎま

した。このことにより、配水量が大量に増え、配水池の水位が急激に低下したため

渇水状態となり、多くの世帯で断水被害が発生したため、計画断水や給水車による

給水活動を実施しました。 

 

■ 九州各県の断水被害状況(福岡管区気象台調べ） 

 

福岡県 
１月２６日  
１５時現在  

山口県 
１月２６日  
１３時現在  

佐賀県 
１月２６日  
13時30分現在  

長崎県 
１月２６日  
１６時現在  

大分県 
１月２７日  
9時30分現在  

鹿児島県 
１月２７日  

 

断水 

世帯 
129,806 7,317 16,355 55,733 27,980 18,300 

 

■ 本市の断水被害状況 

 配水量 断水区域 

１月２５日 29,273㎥ 
夏吉、松原、大藪、上本町、見立、猪位金、蛍ヶ丘等の一部

(約8,000世帯） 

１月２６日 32,083㎥ 

上記区域は継続し、さらに区域の拡張 

三井大藪、松原１区・２区・３区、栄町、伊田地区一帯、糒

の一部、三井平原、三井鎮西、三井伊田等(約13,000世帯） 
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第４章 脆弱性評価  

第１節 脆弱性評価の方法 

 第２章で設定した基本目標や８つの「事前に備えるべき目標」の達成に向けて、「リ

スクシナリオ(起きてはならない最悪の事態）」を設定します。  

 リスクシナリオに対応する本市の取組等について、その状況把握や現状の課題等を

抽出しました。 

第２節 災害の想定 

 本計画が対象とするリスクは、過去の災害被害及び県地域計画を踏まえ、重大な被

害が想定される「大規模な自然災害」とし、このリスクにより「起きてはならない最

悪の事態」を設定します。  

第３節 リスクシナリオ 

   ８つの「事前に備えるべき目標」ごとに、県地域計画を参考に本市の地域特性を踏

まえ、次の２６のリスクシナリオ(起きてはならない最悪の事態）を設定します。  

 

○事前に備えるべき目標と起きてはならない最悪の事態 

目標１  直接死を最大限防ぐ 

１‐１ 地震に起因する建物の大規模な倒壊・火災等による多数の死傷者の発生 

１‐２ 広域の河川氾濫等に起因する浸水による多数の死傷者の発生  

１‐３ 大規模な土砂災害による多数の死傷者の発生 

１‐４ 
情報伝達の不備や防災リテラシー教育の不足等に起因する避難の遅れに
よる多数の死傷者の発生 

目標２ 
救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・
避難生活環境を確実に確保する 

２‐１ 被災地における水・食料等、生命に関わる物資供給の長期停止  

２‐２ 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生  

２‐３ 消防等の被災等による救助・救急活動等の停滞 

２‐４ 大量かつ長期の帰宅困難者の発生  

２‐５ 被災地における医療機能の麻痺  

２‐６ 被災地における疾病・感染症の大規模発生 

２‐７ 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態
の悪化・死者の発生 
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目標３  必要不可欠な行政機能は確保する 

３‐１ 
市の職員・施設等の被災、関係機関間の連携・支援体制の不備による行
政機能の大幅な低下 

目標４  必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 

４‐１ 
情報通信・放送ネットワークの麻痺・長期停止等による災害・防災情報
の伝達不能 

目標５ 
ライフライン、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとともに、
早期に復旧させる 

５‐１ 上水道等の長期にわたる供給停止 

５‐２ 汚水処理施設等の長期にわたる機能停止 

５‐３ 交通インフラの長期にわたる機能停止  

５‐４ 防災インフラの長期にわたる機能不全 

目標６  経済活動を機能不全に陥らせない 

６‐１ サプライチェーンの寸断、風評被害等による経済活動の機能不全 

６‐２ 食料等の安定供給の停滞 

目標７  制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

７‐１ 
ため池等の損壊・機能不全や堆積した土砂等の流出による多数の死傷者
の発生 

７‐２ 有害物質の大規模な流出・拡散による被害の拡大 

７‐３ 農地・森林等の被害による荒廃 

目標８  社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 

８‐１ 災害廃棄物の処理停滞による復旧・復興の大幅な遅れ  

８‐２ 
復旧を支える人材等の不足、より良い復興に向けたビジョンの欠如等に
より復興できなくなる状態 

８‐３ 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有
形無形の文化の衰退・損失 

８‐４ 仮設住宅等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態  
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第４節 脆弱性評価 

   ２６のリスクシナリオに対応する本市の取組等について、その状況把握や現状の課

題等を分析・評価(脆弱性評価）しました。  

 

目標１ 直接死を最大限防ぐ 

 

１‐１ 地震に起因する建物の大規模な倒壊・火災等による多数の死傷者の発生 

１ 特定建築物の耐震化 

 不特定多数の人が利用する旧耐震基準の特定建築物の耐震化に向けて、環境整備

及び建物の防災知識の普及を促進する必要があります。  

２ 住宅の耐震化 

 旧耐震基準の戸建て住宅の耐震化に向けて、環境整備及び建物の防災知識の普及

を促進する必要があります。 

３ 空き家等の適正管理 

 災害発生時の倒壊等による被害を防ぐため、老朽・有害空き家等について、県や

関係機関と連携して、空き家対策を進めていく必要があります。 

４ 指定緊急避難所となる公園等の適切な維持管理 

 指定緊急避難所となっている公園や運動場等の機能を維持するため、適切な維持

管理を行う必要があります。 

５ 市営住宅の適正管理 

⑴ 耐用年数が経過する市営住宅ごとに、建替え、用途廃止等の対応を検討してい

く必要があります。 

⑵ 今後も維持していく必要のある市営住宅について、計画的な整備と維持管理を

行う必要があります。 

６ 学校施設の適正管理 

  学校関連施設の計画的かつ効果的な整備及び適正管理を進めていく必要があります。  

７ 消防・救急体制の充実 

⑴ 災害発生時に、迅速かつ的確に消化・救急・救助活動を行うため、体制づくり

や人員・施設・車両・資機材等の充実強化を図る必要があります。 

⑵ 消防団を中核とした地域防災力の充実強化を図るため、必要な人員を継続して

確保するとともに、消防団の施設・装備や教育訓練の充実を図る必要があります。 
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８ 避難施設の整備 

  避難所となっている社会福祉施設（隣保館）等においては、発災時に地域住民の

避難所等としての必要な機能が発揮できるよう、防災機能強化及び計画的な老朽化

対策を図る必要があります。 

９ 高齢者施設の耐震化 

  施設そのものの災害に対する安全性を高めるとともに、災害後の施設入所者の生

活維持のため、適切な整備を推進する必要があります。  

 

１‐２ 広域の河川氾濫等に起因する浸水による多数の死傷者の発生 

１ 防災訓練や防災知識の普及啓発 

 ハザードマップを活用した継続的な防災訓練の実施や防災知識の普及啓発に努

める必要があります。 

２ 適時適切な避難勧告等の発令 

 避難勧告等の判断・伝達マニュアルに基づき、適切に避難勧告等を発令する必

要があります。 

３ 消防・救急体制の充実 再掲１－１－７  

４ 高齢者施設の水害対策 

  施設そのものの災害に対する安全性を高めるとともに、災害後の施設入所者の

生活維持のため、適切な整備を推進する必要があります。  

 

１‐３ 大規模な土砂災害による多数の死傷者の発生 

１ 防災訓練や防災知識の普及啓発 再掲１－２－１  

２ 適時適切な避難勧告等の発令 再掲１－２－２  

３ 消防・救急体制の充実 再掲１－１－７  

 

１‐４ 
情報伝達の不備や防災リテラシー教育の不足等に起因する避難の遅れに
よる多数の死傷者の発生 

１ 指定避難所及び避難所以外の避難者の支援体制 

 車中泊やテント泊等の避難所以外の避難者の支援体制を整備する必要がありま

す。 
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２ 福祉避難所への避難体制の整備促進 

 要配慮者の福祉避難所への避難体制を整備するため、研修会や避難訓練を実施す

る必要があります。 

３ 外国人に対する支援 

 災害時に外国人の適時適切な避難が行われるよう、外国人向け防災メール「ま

もるくん」の登録を促進する必要があります。 

４ 防災教育の推進 

 各学校における危機管理マニュアルの整備、教育関係者や児童・生徒に対する

防災意識の啓発、実践的な防災訓練の実施、体験型の防災教育など、学校におけ

る防災教育を推進する必要があります。 

５ 災害時の情報伝達手段の充実 

  地震・台風・大雨等の注意報、警報及び避難情報の配信について、防災行政無

線等の情報伝達手段の機能強化及び多様化を図り、迅速な避難に繋げる必要があ

ります。 
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目標２ 救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、

被災者等の健康・避難生活環境を確実に確保する 

 

２‐１ 被災地における水・食料等、生命に関わる物資供給の長期停止 

１ 公助による備蓄・調達の推進 

 必要な物資を備蓄するとともに、さらなる物資の安定供給のため、物資の供給

等に関する協定の締結先の拡大を図る必要があります。 

２ 自助・共助による備蓄の促進 

 市民や事業所等による備蓄を促進するための取組を実施する必要があります。 

 

２‐２ 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

１ 生活道路の維持管理 

 災害時における地域交通網を確保するため、生活道路の適切な維持管理を行う

必要があります。 

２ 消防・救急体制の充実 再掲１―１－７  

 

２‐３ 消防等の被災による救助・救急活動等の停滞 

１ 消防広域応援体制の充実 

 大規模災害時における人命救助活動等を迅速かつ効果的に行うため、消防の広

域応援体制の充実を図る必要があります。 

２ 自主防災組織の充実強化 

 自主防災組織の設立・運営のノウハウ等を学ぶ研修等の取組により、自主防災

組織の設立促進を図る必要があります。 

３ 消防・救急体制の充実 再掲１－１－７  

 

２‐４ 大量かつ長期の帰宅困難者の発生 

１ 帰宅困難者対策の充実 

 民間施設等との協定により、一時滞在施設を確保する必要があります。 
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２‐５ 被災地における医療機能の麻痺 

１ 医療関係団体との連携 

 大規模災害発生時における医療救護活動に関する協定を締結している田川医師

会との連携を強化する必要があります。 

２ 災害拠点病院である田川市立病院の機能強化 

 県知事の要請により傷病者の受入れや医療救護班の派遣等が迅速に行える体制

を整備する必要があります。 

 

２‐６ 被災地における疾病・感染症の大規模発生 

１ 疾病のまん延防止 

 予防接種法に規定される疾病のまん延防止上緊急の必要があると認める場合

に、予防接種法に基づく臨時の予防接種を迅速に実施できるよう、県との情報共

有を図る必要があります。 

２ 感染症の予防・まん延防止 

 感染症指定医療機関である田川市立病院において、感染症患者の診療体制を整

備する必要があります。 

３ 消防・救急体制の充実 再掲１－１－７  

 

２‐７ 
劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の
悪化・死者の発生 

１ 災害時における健康相談 

 避難生活において、市民の健康ニーズに対応できるよう、訓練や研修を通じて、

職員の保健活動の資質向上等により、避難者への健康相談体制を確立していく必

要があります。 

２ 避難施設の整備 再掲１－１－８  
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目標３ 必要不可欠な行政機能は確保する 

 

３‐１ 
市の職員・施設等の被災、関係機関間の連携・支援体制の不備による行政
機能の大幅な低下 

１ 業務継続体制の強化 

⑴ 業務継続に必要な体制整備の強化を図る必要があります。 

⑵ 災害時相互応援協定締結自治体との応援を、迅速かつ効果的に受けることが

できるように連携を強化する必要があります。 

２ 災害対応の初動活動体制の充実 

 災害発生時の迅速な初動体制の確立に向け、訓練や研修等を通じて、活動体制

や配備・動員体制について、全ての職員に周知徹底を図る必要があります。 

 

 

目標４ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 

 

４‐１ 
情報通信・放送ネットワークの麻痺・長期停止等による災害・防災情報の
伝達不能 

１ 市民等への情報伝達手段の多様化 

 全国瞬時警報システム(Jアラート）の自動起動装置の活用、防災メール「まも

るくん」、ＳＮＳ、災害情報共有システム(Ｌアラート）等を活用した市民への災

害情報の迅速な提供手段の多様化を進めてきており、今後も着実に施策を進める

必要があります。  

２ 災害時の情報伝達手段の充実 再掲１－４－５  
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目標５ ライフライン、交通ネットワーク等の被害を最小限に

留めるとともに、早期復旧させる 

 

５‐１ 上水道等の長期にわたる供給停止 

１ 上水道施設の耐震化の促進 

 基幹管路や配水池、浄水場の耐震化を推進する必要があります。配水管につい

ては、漏水等のリスクの高い管路や重点拠点に給水する管路を優先的に耐震化し

ていく必要があります。 

 

５‐２ 汚水処理施設等の長期にわたる機能停止 

１ 浄化槽の整備 

 災害に強く早急に復旧可能な合併処理浄化槽による汚水処理をより一層進める

必要があります。 

２ し尿処理体制の整備 

 災害時におけるし尿を処理するため、広域的な連携体制を図る必要があります。 

 

５‐３ 交通インフラの長期にわたる機能停止 

１ 田川直方バイパスの延伸整備 

 平常時・災害時を問わない安定的な輸送を確保するため、田川直方バイパスの

延伸整備を促進する必要があります。 

２ 生活道路の維持管理 再掲２－２－１  

 

５‐４ 防災インフラの長期にわたる機能不全 

１ 生活道路の維持管理 再掲２－２－１  
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目標６ 経済活動を機能不全に陥らせない 

 

６‐１ サプライチェーンの寸断、風評被害等による経済活動の機能不全 

１ 経済団体や企業等における事業継続体制の確立に向けた支援 

 市内事業所の事業継続力を強化するため、事業継続計画(ＢＣＰ）の作成を支援

する必要があります。 

２ 田川直方バイパスの延伸整備 再掲５－３－１  

 

６‐２ 食料等の安定供給の停滞 

１ 農地の防災・減災対策 

 農地の湛水被害の防止・軽減を図るため、排水機、排水樋
ひ

門、排水路等の適切

な維持管理を行う必要があります。 
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目標７ 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

 

７‐１ 
ため池等の損壊・機能不全や堆積した土砂等の流出による多数の死傷者の
発生 

１ ため池の防災対策 

 ため池の耐震化・老朽化対策を推進する必要があります。 

 

７‐２ 有害物質の大規模な流出・拡散による被害の拡大 

１ 市民への速やかな情報提供 

  有害物質の漏出等により住民の生命身体に危険のおそれがある場合、県や関係

機関からの情報提供を受けて、速やかに市民へ周知する必要があります。 

 

７‐３ 農地・森林等の被害による荒廃 

１ 農業後継者等の確保 

 農業の担い手の確保や育成を図るとともに、効率的な農業経営が行えるよう農

家等を支援する必要があります。 

２ 森林の適切な整備・保全 

 間伐、枝打等により森林の有する公益的機能を発揮させるための保全活動を進

める必要があります。 

３ 農業水路等の老朽化対策 

 農業水路等の老朽化対策を推進する必要があります。 
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目標８ 社会・経済が迅速かつ従前より強固な姿で復興できる

条件を整備する 

 

８‐１ 災害廃棄物の処理停滞による復旧・復興の大幅な遅れ 

１ 災害廃棄物の処理体制の充実 

 災害廃棄物の円滑な処理のため、関係機関等と協定を締結し、さらなる処理体

制の充実を図る必要があります。 

 

８‐２ 
復旧を支える人材等の不足、より良い復興に向けたビジョンの欠如等によ
り復興できなくなる状態 

１ 復旧準備態勢の構築 

⑴ 大規模な災害が発生し甚大な被害が生じた場合、迅速な都市の復興に向けた

災害復旧・復興事業の実施体制の確立を図るため、他都市等における過去の災

害での復興事例を踏まえ、被災後の復興課題の解決のために必要な復興実施プ

ロセスのあり方について検討を行う必要があります。 

⑵ 大規模な災害が発生し甚大な被害が生じた場合、国土調査（地籍調査）を実

施していれば、国土調査（地籍調査）の記録をもとに測量し境界を復元するこ

とができることから、迅速な復興・復旧が可能となるため、取組を確実に進め

る必要があります。 

２ ボランティア関係団体との連携強化 

 大規模災害発生時における被災者へのきめ細やかな支援を行うため、多様なニ

ーズと災害ボランティアを的確に結び付ける「田川市災害ボランティアセンター」

を市の要請に基づき田川市社会福祉協議会が運営することとしている。田川市災

害ボランティアセンターと連携の取れた被災者支援が実施できるよう、取組を進

める必要があります。 

 

８‐３ 
貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形
無形の文化の衰退・損失 

１ 文化財等の被害審査及び復旧並びに継承の支援 

 災害発生時に速やかに文化財等にかかる被害確認や調査を実施するとともに、

復旧及び継承に向けた迅速な支援ができるように、連絡相談が可能な体制を構築
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する必要があります。 

 

８‐４ 仮設住宅等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態 

１ 応急住宅対策 

 災害時における被災者の応急的な安定を図るため、応急仮設住宅の建設を迅速

かつ的確に行うための体制を整備する必要があります。 
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第５章 取組方針  

第１節 施策分野 

第６次田川市総合計画基本構想で定めた５つの基本方針を本計画の個別施策分野と

します。 

 

個
別
施
策
分
野 

１ 都市づくり  快適に暮らせる美しいまちづくり 

２ 産業・経済  魅力あふれる産業を育むまちづくり  

３ 生活・健康福祉 健やかに安心して暮らせるまちづくり  

４ 教 育・文化 郷土を愛し豊かな心と創造力を育むまちづくり  

５ 協働・行財政 互いに支え合い市民と共に歩むまちづくり  
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第２節 施策分野ごとの取組方針 

２６のリスクシナリオごとの脆弱性評価結果を踏まえ、「事前に備えるべき目標」

に照らして必要な対応を個別施策分野ごとに、取組方針を取りまとめます。 

１ 都市づくり 

取組１  特定建築物の耐震化（１－１－１）          【建築住宅課】 

不特定多数の人が利用する旧耐震基準の特定建築物の耐震化に向けて、環

境整備及び建物の防災知識の普及を促進します。  

取組２  住宅の耐震化（１－１－２）             【建築住宅課】 

    旧耐震基準の戸建て住宅の耐震化に向けて、環境整備及び建物の防災知識

の普及を促進します。 

取組３  空き家等の適正管理（１－１－３）          【建築住宅課】 

災害発生時の倒壊等による被害を防ぐため、老朽・有害空き家等について、

県や関係機関と連携して、空き家対策を進めます。 

取組４  指定緊急避難所となる公園等の適切な維持管理（１－１－４）  【都市計画課】 

指定緊急避難所となっている公園や運動場等の機能を維持するため、適切

な維持管理を行います。 

取組５  市営住宅の適正管理（１－１－５）          【建築住宅課】 

⑴ 耐用年数が経過する市営住宅ごとに、建替え、用途廃止等の対応を検討

します。 

⑵ 今後も維持していく必要のある市営住宅について、計画的な整備と維持

管理を行います。 

取組６  生活道路の維持管理（※）                【土木課】 

    災害時における地域交通網を確保するため、生活道路の適切な維持管理を

行います。 

※ ２-２-１、５-３-２、５-４-１ 

取組７  上水道施設の耐震化の促進（５－１－１）  【田川広域水道企業団（田川市水道事務所）】 

基幹管路や配水池、浄水場の耐震化を推進します。配水管については、漏

水等のリスクの高い管路や重点拠点に給水する管路を優先的に耐震化しま

す。 
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取組８  田川直方バイパスの延伸整備（※）          【都市計画課】 

    平常時・災害時を問わない安定的な輸送を確保するため、田川直方バイパ

スの延伸整備を促進します。 

※ ５-３-１、６-１-２ 

取組９  復旧準備態勢の構築（８－２－１）      【都市計画課、土木課】 

⑴  大規模な災害が発生し甚大な被害が生じた場合、迅速な都市の復興に向

けた災害復旧・復興事業の実施体制の確立を図るため、他都市等における

過去の災害での復興事例を踏まえ、被災後の復興課題の解決のために必要

な復興実施プロセスの在り方について検討を行います。 

⑵ 大規模な災害が発生し甚大な被害が生じた場合、国土調査（地籍調査）

を実施していれば、国土調査（地籍調査）の記録をもとに測量し境界を復

元することができることから、迅速な復興・復旧が可能となるため、取組

を確実に進めます。 

取組１ ０ 応急住宅対策（８－４－１）             【建築住宅課】 

災害時に必要となる応急仮設住宅の建設、復興後の応急仮設住宅の除却を

行います。 

 

成果指標  
現状値  

(Ｒ元年度）  

年度別の目標値  

Ｒ３年度  Ｒ４年度  Ｒ５年度  Ｒ６年度  Ｒ７年度  

国土調査（地籍調査）
進捗率  

54.2% 
H30 年度末  

63.5% 66.9% 71.6% 76.7% 84.7% 

街路事業 (都市計画道
路「中央団地川宮線」）
の進捗率  

57％ 88％ 94％ 100％ 100％ 100％ 

田川直方バイパス延
伸事業の進捗率   

 9％ 36％ 50％ 64％ 79％ 94％ 

市道の改良率  
81％ 

Ｈ30 年度末  
81.2％ 81.3％ 81.4％ 81.5％ 81.6％ 

市営住宅の耐用年数
の長寿命化達成率  

55.3％ 59.2% 63.1% 67.0% 70.9% 74.8％ 
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２ 産業・経済 

取組１  経済団体や企業等における事業継続体制の確立に向けた支援（６－１－１） 

 【産業振興課】 

    市内事業所の事業継続力を強化するため、事業継続計画(ＢＣＰ）の作成を

支援します。 

取組２  農地の防災・減災対策（６－２－１）          【土木課】 

    農地の湛水被害の防止・軽減を図るため、排水機、排水樋門、排水路等の

適切な維持管理を行います。 

取組３  ため池の防災対策（７－１－１）            【土木課】 

    ため池の耐震化・老朽化対策を推進します。 

取組４  農業後継者等の確保（７－３－１）           【農政課】 

 農業の担い手の確保や育成を図るとともに、効率的な農業経営が行えるよ

う農家等を支援します。 

取組５  森林の適切な整備・保全（７－３－２）         【農政課】 

 間伐、枝打等により森林の有する公益的機能を発揮させるための保全活動

を進めます。 

取組６  農業水路等の老朽化対策（７－３－３）         【土木課】 

 農業水路等の老朽化対策を推進します。 

 

成果指標  
現状値  

(Ｒ元年度）  

年度別の目標値  

Ｒ３年度  Ｒ４年度  Ｒ５年度  Ｒ６年度  Ｒ７年度  

森林整備事業実施面
積  

82.96ha 
H30 年度  

120.11ha 137.97ha 157.00ha 175.02ha 205.98ha 
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３ 生活・健康福祉 

取組１  医療関係団体との連携（２－５－１）        【田川市立病院】 

    大規模災害発生時における医療救護活動に関する協定を締結している田川

医師会との連携を強化します。 

取組２  災害拠点病院である田川市立病院の機能強化（２－５－２）  【田川市立病院】 

県知事の要請により傷病者の受入れや医療救護班の派遣等が迅速に行える

体制を整備します。 

取組３  疾病のまん延防止（２－６－１）           【保健福祉課】 

 予防接種法に規定される疾病のまん延防止上緊急の必要があると認める場

合に、予防接種法に基づく臨時の予防接種を迅速に実施できるよう、県との

情報共有を図ります。 

取組４  感染症の予防・まん延防止（２－６－２）      【田川市立病院】 

    感染症指定医療機関である田川市立病院において、感染症患者の診療体制

を整備します。 

取組５  災害時における健康相談（２－７－１）        【保健福祉課】 

 避難生活において、市民の健康ニーズに対応できるよう、訓練や研修をつ

うじて、職員の保健活動の資質向上等により、避難者への健康相談体制を確

立します。 

取組６  浄化槽の整備（５－２－１）             【環境政策課】 

災害に強く早急に復旧可能な合併処理浄化槽による汚水処理をより一層進

めます。 

取組７  し尿処理体制の整備（５－２－２）          【環境政策課】 

災害時におけるし尿を処理するため、広域的な連携体制を図ります。 

取組８  市民への速やかな情報提供（７－２－１）       【環境政策課】 

有害物質の漏出等により住民の生命身体に危険のおそれがある場合、県や

関係機関からの情報提供を受けて、速やかに市民へ周知します。 

取組９  災害廃棄物の処理体制の充実（８－１－１）      【環境政策課】 

災害廃棄物の円滑な処理のため、関係機関等と協定を締結し、さらなる処

理体制の充実を図ります。 

取組10 避難施設の整備（１－１－８、２－７－２）  【人権・同和対策課】 

避難所となっている社会福祉施設（隣保館）等においては、発災時に地域

住民の避難所等としての必要な機能が発揮できるよう、防災機能強化及び計

画的な老朽化対策を図ります。 
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取組11 高齢者施設の耐震化（１－１－９）         【高齢障害課】 

施設そのものの災害に対する安全性を高めるとともに、災害後の施設入所

者の生活維持のため、適切な整備を推進します。  

取組12 高齢者施設の水害対策（１－２－４）        【高齢障害課】 

施設そのものの災害に対する安全性を高めるとともに、災害後の施設入所

者の生活維持のため、適切な整備を推進します。  

 

成果指標  
現状値  

(Ｒ元年度）  

年度別の目標値  

Ｒ３年度  Ｒ４年度  Ｒ５年度  Ｒ６年度  Ｒ７年度  

汚水処理人口普及率  
61.5% 
H30 年度  

66.9% 69.3% 71.6% 73..5% 75.3% 

 

４ 教育・文化 

取組１  学校施設の適正管理（１－１－６） 【教育総務課、新中学校再編推進室】 

    学校関連施設の計画的かつ効果的な整備及び適正管理を進めます。 

取組２  外国人に対する支援（1－4－3）      【安全安心まちづくり課】 

災害時に外国人の適時適切な避難が行われるよう、外国人向け防災メール

「まもるくん」の登録を促進します。 

取組３  防災教育の推進（1－４－４）             【学校教育課】 

各学校における危機管理マニュアルの整備、教育関係者や児童・生徒に対

する防災意識の啓発、実践的な防災訓練の実施、体験型の防災教育など、学

校における防災教育を推進します。 

取組４  文化財等の被害審査及び復旧並びに継承の支援（8－3－１） 【文化生涯学習課】 

災害発生時に速やかに文化財等にかかる被害確認や調査を実施するととも

に、復旧及び継承に向けた迅速な支援ができるように、連絡相談が可能な体

制を構築します。 

 

成果指標  
現状値  

(Ｒ元年度）  

年度別の目標値  

Ｒ３年度  Ｒ４年度  Ｒ５年度  Ｒ６年度  Ｒ７年度  

個別施設計画に基づ
き学校施設の長寿命
化を実施した割合  

0％ 10% 20% 30% 40% 50％ 

 

  



29 
 

５ 協働・行財政 

取組１  消防・救急体制の充実（※）        【安全安心まちづくり課】 

⑴ 災害発生時に、迅速かつ的確に消火・救急・救助活動を行うため、体制

づくりや人員・施設・車両・資機材等の充実強化を図ります。  

⑵ 消防団を中核とした地域防災力の充実強化を図るため、必要な人員を継

続して確保するとともに、消防団の施設・装備や教育訓練の充実を図りま

す。 

※ １-１-７、１-２-３、１-３-３、２-２-２、２-３-３、２-６-３ 

取組２  防災訓練や防災知識の普及啓発（※）    【安全安心まちづくり課】 

    ハザードマップを活用した継続的な防災訓練の実施や防災知識の普及啓発

に努めます。 

※ １-２-１、１-３-１ 

取組３  適時適切な避難勧告等の発令（※）     【安全安心まちづくり課】 

    避難勧告等の判断・伝達マニュアルに基づき、適切に避難勧告等を発令し

ます。 

※ １-２-２、１-３-２ 

取組４  指定避難所及び避難所以外の避難者の支援体制（１－4－1） 【安全安心まちづくり課】 

    車中泊やテント泊等の避難所以外の避難者の支援体制を整備します。 

取組５  福祉避難所への避難体制の整備促進（1－4－２）  【安全安心まちづくり課】 

    要配慮者の福祉避難所への避難体制を整備するため、研修会や避難訓練を

実施します。 

取組６  災害時の情報伝達手段の充実（1－4－5）  【安全安心まちづくり課】 

    地震・台風・大雨等の注意報、警報及び避難情報の配信について、防災行

政無線等の情報伝達手段の機能強化及び多様化を図ります。  

取組７  公助による備蓄・調達の推進（2－1－１） 【安全安心まちづくり課】 

    必要な物資を備蓄するとともに、さらなる物資の安定供給のため、物資の

供給等に関する協定の締結先の拡大を図ります。  

取組８  自助・共助による備蓄の促進（２－1－2） 【安全安心まちづくり課】 

    市民や事業所等による備蓄を促進するための取組を実施します。  
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取組９  消防広域応援体制の充実（2－3－１）   【安全安心まちづくり課】 

大規模災害時における人命救助活動等を迅速かつ効果的に行うため、消防

の広域応援体制の充実を図ります。 

取組１０ 自主防災組織の充実強化（2－3－２）   【安全安心まちづくり課】 

    自主防災組織の設立・運営のノウハウ等を学ぶ研修等の取組により、自主

防災組織の設立促進を図ります。 

取組１１ 帰宅困難者対策の充実（2－4－１）    【安全安心まちづくり課】 

民間施設等との協定により、一時滞在施設を確保します。 

取組１２ 業務継続体制の強化（3－1－１） 【総務課、安全安心まちづくり課】 

⑴ 業務継続に必要な体制整備の強化を図ります。 

⑵ 災害時相互応援協定締結自治体との応援を、迅速かつ効果的に受けるこ

とができるように連携を強化します。 

取組１３ 災害対応の初動活動体制の充実（3－1－２）【安全安心まちづくり課】 

災害発生時の迅速な初動体制の確立に向け、訓練や研修等をつうじて、活

動体制や配備・動員体制について、全ての職員に周知徹底を図ります。 

取組１４ 市民等への情報伝達手段の多様化（4－１－１） 【安全安心まちづくり課】 

全国瞬時警報システム(Jアラート）の自動起動装置の活用、防災メール「ま

もるくん」、ＳＮＳ、災害情報共有システム(Ｌアラート）等を活用した市民

への災害情報の迅速な提供手段の多様化を進めてきており、今後も着実に施

策を進めます。 

取組１５ ボランティア関係団体との連携強化（8－2－２） 

   【安全安心まちづくり課、高齢障害課】 

 大規模災害発生時における被災者へのきめ細やかな支援を行うため、多様

なニーズと災害ボランティアを的確に結び付ける「田川市災害ボランティア

センター」を市の要請に基づき田川市社会福祉協議会が運営することとして

いる。田川市災害ボランティアセンターと連携の取れた被災者支援が実施で

きるよう、取組を進めます。 
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成果指標  
現状値  

(Ｒ元年度）  

年度別の目標値  

Ｒ３年度  Ｒ４年度  Ｒ５年度  Ｒ６年度  Ｒ７年度  

防災メール「まもる
くん」の登録者数
(延数） 

1,049 人  1,100 人  1,160 人  1,220 人  1,280 人  1,300 人  

地域防災リーダー
認定者(延数） 

－   9 人  18 人  27 人  36 人  45 人  

消防団員の定員充
足率 

95% 95% 95% 95% 95% 95% 

特定空家率 3.6% 3.6% 3.6% 3.6% 3.6% 3.6% 
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 第３節 国土強靭化関係事業 

   本計画に基づき実施する事業のうち、国の国土強靭化関係の補助金、交付金の要望

予定事業を次のとおり示します。  

 事業名  事業期間  総事業費  リスクシナリオ  国の対象交付金、補助金  

都
市
づ
く
り 

 

産
業
・
経
済 

公園施設長寿命化  
対策事業  

－  －  １ -１ -４  
防災・安全交付金  

（都市公園・緑地等事業）  

道路新設改良事業  
次項に  
掲載  

次項に  
掲載  

２ -２ -１  
５ -３ -２  
５ -４ -１  

防災・安全交付金  
(道路事業) 

社会資本整備総合交付金  
(道路事業) 

橋りょう長寿命化事業  ―  ―  
２ -２ -１  
５ -３ -２  
５ -４ -１  

道路事業費補助  

国土調査（地籍調査）
事業  

－  －  ８ -２ -１  地籍調査費負担金  

産
業
・
経
済 

生
活
・
健
康

福
祉 

農業用施設改修事業  ―  ―  ７ -１ -１  
農業水路等長寿命化  
・防災減災事業  

生
活
・
健
康
福
祉 

教
育
・
文
化 

浄化槽による  
汚水処理推進事業  

－  －  ５ -２ -１  循環型社会形成推進交付金  

隣保館運営事業  
令和４～  
７年度  

－  
１ -１ -８  
２ -７ -２  

地方改善施設整備費補助金
（隣保館）  

高齢者施設整備事業  －  －  
１ -１ -９  
１ -２ -４  

地域介護・福祉空間整備等  
施設整備交付金  

教
育
・
文
化 

協
働
・
行
財

政 

小学校施設長寿命化  
改修事業  

－  －  １ -１ -６  学校施設環境改善交付金  

新中学校建設事業  －  －  １ -１ -６  学校施設環境改善交付金  

協
働
・
行
財
政 

－  －  －  －  －  

 ※本表は、事業の実施を約束するものではありません。  
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前項「都市づくり」に掲載の道路新設改良事業（詳細） 

路線名 総事業費（見込） 完了予定時期 

青葉中央通り線 

望岳台１号線 

金川小学校３号線 

糸飛２号線ほか１６路線 

春日橋・見立線ほか１９路線 

春日町・松ノ木線 

桐ヶ丘４号線 

白鳥団地１号線 

東町・稲荷町線ほか１６路線 

８８２，０００千円 

５０，２８９千円 

１１９，０００千円 

３８，０００千円 

１８７，０００千円 

１７０，０００千円 

１８２，０００千円 

１４２，０００千円 

４０，０００千円 

令和６年３月末日 

令和３年７月完了 

令和５年３月末日 

令和５年３月末日 

令和７年３月末日 

令和７年３月末日 

令和５年３月末日 

令和７年３月末日 

令和７年３月末日 

※本表は、事業の実施内容を約束するものではありません。  
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第６章 計画の推進  

第１節 推進体制 

本計画の成果指標は、第6次田川市総合計画前期基本計画の成果指標のうち、国土

強靭化に資する成果指標を活用して設定しています。  

これにより、第６次田川市総合計画前期基本計画の進捗状況を把握、検証すること

で、本計画の進捗管理を行うことが可能となります。 
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